
 

 

2020年９月16日 

各  位 

会 社 名  
代表者名 代表取締役社長 上田谷 真一 

（東証第一部 コード番号 3608） 
問合せ先 広報室長 山田 耕平 
Ｔ Ｅ Ｌ 03(6748)0002 

 
組織統合を目指した構造改革の実施について 

 

当社は、2020年９月16日開催の取締役会において、下記のとおり構造改革について決議しましたので、お知

らせします。 

記 

１．構造改革の概要 

当社は現在策定中の新中期経営計画に合わせて、事業構造の抜本的な見直しと将来性のある事業に厳選して投

資を行うことを今期の方針としております。そして、この方針に基づき、第１四半期には既存事業の収益化のた

めにブランドポートフォリオの見直しを進め、TSI ASIA LIMITEDで展開する香港事業及び株式会社サンエー・イ

ンターナショナルが運営する「ナチュラルビューティー」の撤退を決定しています。 

本日の取締役会では、2021年２月末をもって輸入卸売事業を展開するUNIT&GUEST株式会社、「ラリン」のハワ

イでの事業を展開するLaline Hawaii Corporation２社の解散と株式会社ジャックが運営する「ハーシェル サプ

ライ」、「ファクト」の２ブランドの事業撤退を決定しました。 

また、グループ構造の見直しについては、今期からアパレル事業子会社を４グループに再編すると共に、プラ

ットフォーム部を新設して、組織再編を推進してきました。本日の取締役会では、株式会社TSI・プロダクショ

ン・ネットワーク、株式会社TSI EC ストラテジー及び株式会社エス・グルーヴの３つの機能子会社を含め、国

内の事業子会社を１社に統合していくことを基本方針とすることとし、その一環としてグループ全体で本部人員

約300名を削減する希望退職を含めた人員削減プログラムを実施することを決定しました。 

 

２．子会社の解散及び事業撤退 

（１）UNIT&GUEST株式会社の解散 

① 解散する子会社の概要 

 商 号  UNIT&GUEST株式会社 

 本 店 所 在 地  東京都渋谷区恵比寿南１丁目25番1号 

 代 表 者  代表取締役社長 佐藤 健也 

 事 業 内 容  衣料、服飾雑貨、鞄、靴の企画、製造加工、販売及び輸出入 

 資 本 金  35百万円 

 設 立 年 月 日  2003年９月１日 

 大株主及び持株比率  当社100％ 

② 解散の日程 

2021年２月28日付で解散の予定。 
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（２）Laline Hawaii Corporationの解散 

① 解散する子会社の概要 

 商 号  Laline Hawaii Corporation 

 本 店 所 在 地  米国ハワイ州 

 代 表 者  President 山本 直樹 

 事 業 内 容  ハワイにおける化粧品、香水、石鹸等の仕入及び販売 

 資 本 金  250千米ドル 

 設 立 年 月 日  2014年７月25日 

 大株主及び持株比率  当社100％ 

② 解散の日程 

2020年10月中に米国商務省に対して清算に関わる申告書類を提出予定。 

 

（３）「ファクト」及び「ハーシェル サプライ」事業の撤退 

株式会社ジャックが運営する「ファクト」は2020年８月末日をもって休止し、「ハーシェル サプライ」

についても2021年２月末日をもって販売を終了することを決定しました。 

 

３．不採算店舗の撤退 

当社は上半期に事業撤退したブランドを含めて88店舗をクローズしましたが、下半期には前述の子会社の解散

やブランド撤退を含めて122店舗を閉店する予定です。これらの結果、出店を含めた店舗数は2020年２月末の

1,074店舗から2021年２月末は951店舗になる見込です。 

 

４．希望退職を含めた人員削減プログラム 

（１）概要 

希望退職等によりグループ全体で本部人員約300名の削減を実施し、本部のスリム化と機能重複の解

消を図ります。 

 

（２）対象者 

原則として満40歳以上のグループ各社の直接雇用者（正社員、契約社員、パート・アルバイト）。 

 

（３）期間 

2020年10月１日から2021年２月28日まで（予定）。 

 

（４）その他 

対象者には転進支援金を別途支給すると共に、再就職支援を無期限で行います。 

 

 

 



 

 

５．今後の見通し 

上記子会社の解散及びブランド廃止並びに店舗撤退に伴い、2021年２月期第２四半期において売上原価及び

販管費に277百万円、特別損失に386百万円を計上する見込みです。また、人員削減プログラムについては対象

人数が未確定ですが、約17億円の特別損失の発生を見込んでいます。 

なお、2021年２月期通期（2020年３月１日～2021年２月28日）連結業績への影響につきましては現在精査

中であり、確定次第速やかに公表します。 

以 上 


